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各所属所長　　様

公共高第　2　41号

平成18年　8月10日

公立学校共済組合高知支部長

（公印省略）

公立学校共済組合貸付規程及び阪神・淡路大震災に

伴う住宅災害貸付けに係る貸付金の利率等の特例に

関する規程の一部改正等について（通知）

標記のことについて、公立学校共済組合貸付規程が別添1のとおり、阪神・

淡路大震災に伴う住宅災害貸付けに係る貸付金の利率等の特例に関する規程が

別添2のとおり改正されましたので通知します。

なお、改正に伴う事務取扱いについては別添3のとおりです。



別添1

公立学校共済組合貸付規程の一部改正について

公立学校共済組合貸付規程（昭和38年3月1日制定）の一部を次のように改

正する。

平成18年6月29日

公立学校共済組合理事長　工　藤　智　規

ヽ■．＿′

第15条第2項を次のように改める。

2　組合員は、理事長が別に定めるところにより、前項の規定による一般貸付保

険又は住宅貸付保険の保険料相当額のうち、その者が受けた高額医療貸付け及

び出産貸付け以外の貸付けの貸付金に係る保険料充当額として理事長が定める

額を負担しなければならない。

第22条中「第17条の2ただし書」を「第17条の2第3項」に改める。

様式第2号（1）記の8中「％」を「％（貸付金保険料充当金率を含む。）」に

改める。

様式第3号（1）中記5の次に次を加える。

6　上記1の利率には、別途貸付金保険料充当金率が加算されます。

様式第3号（3）記1中「0．1775パーセント」を「0．1566パーセ

ント」に改める。

様式第3号（3）中記2を次のように改める。

2　貸付金の償還期間における利ノ酎ま月利とし、利率は償還開始後5年間は

0．1566パーセント、5年経過後の期間は、貸付規程に基づく住宅災害

貸付けに係る年■利率から1．0パーセント減じた利率を1月当たりに換算し

た率とする。ただし、ボーナス償還に係る利息は6月を単位とし、利率は償

還開始後5年間は0．9396パーセント、5年経過後の期間は、貸付規程



に基づく住宅災害貸付けに係争年利率から1．0パーセント減じた利率を

6月当たりに換算した率とする。

なお、平成18年4月1日から平成21年3月31日までの間における利

率は、阪神・淡路大震災に伴う住宅災害貸付けに係る貸付金の利率等の特例

に関する規程の一部改正について（平成18年6月29日）附則第2項に定

める利率とし、財政融資資金法（昭和26年法律第100号）第7条第3項

の規定により財務大臣が定める利率のうち預託期周が10年の預託金に係る

ものが年3．2パーセントを下回っている間における利率は、阪神・淡路大

震災に伴う特例規程附則第3項及び第4項に定める利率とする。

様式第3号（3）中記の7の次に次を加える。

8　上記1及び2の利率には、別途貸付金保険料充当金率が加算されます（平

成19年4月1日以降の貸付けに限る。）。

様式第3号（4）中記の5の次に次を加える。

6　上記1の利率には、別途貸付金保険料充当金率が加算されます。

附　則

1　この改正は、平成18年7月1日から実施する。ただし、第15条第2項、

様式第2号（1）、様式第3号（1）及び様式第3号（4）の改正規定は平成

19年4月1日から実施し、様式第3号（3）の改正規定は平成17年11月

10日から適用する。

2　この改正の実施に伴い必要な経過措置その他必要な事項は、別に定める。



公立学校共済組合貸付規程の一部改正　新旧対照表



別添2

阪神・淡路大震災に伴う住宅災害貸付けに係る貸付金の利率等の

特例に関する規程の一部改正について

阪神・淡路大震災に伴う住宅災害貸付けに係る貸付金の利率等の特例に関する

規程（平成7・年4月24日制定）の一部を準のように改正する。

平成18年6月29日

公立学校共済組合理事長　工　藤　智　規

ヽ｝

第1条中「附則第4項」を「第16条第7項」に改める。

第3条第1号中「2．13パーセント」を「1．88パーセント」に改め、同

条第2号中「2．55パーセント」を「1．88パーセント」に改める。

附則第3項を次のように改める。

3　平成17年11月10日から財政融資資金法（昭和26年法律第100号）

第7条第3項の規定により財務大臣が定める利率のうち預託期間が10年の預

託金に係るもの（以下「財政融資資金利率」という。）が年3．2パーセント以

上となった日の属する月の翌月の末日までの間における第3粂第1号及び第

2号に定める利率は、これらの規定にかかわらず、次の表に定める利率とする。

第 3 条 第 ・1 号 に 定 め る利 率 第 3 条 第 2 号 に定 め る利 率

年 1 ．4 3 ％ 年 1 ．7 2 ％

附則第4項中「2．75パーセント以下である間」を「年3．2パーセントを

下回っている間」に改める。

附　則

1　この改正は、平成18年7月1日から実施し、平成17年11月10日から

適用する。

2　平成18年度から平成20年度までの各年度における第3条第3号及び第



6粂第1項の規定の適用については、第3条第3号中「貸付規程に基づく住宅

災害貸付けに係る年利率から1．0パーセントを減じた利率」とあるのは「貸

付規程に基づく住宅災害貸付けに係る年利率から1．0パーセントを減じた利

率（平成18年度から平成20年度までの各年度にあっては1．72パーセン

ト）」と、第6条第1項中「貸付規程に基づく住宅貸付け又は住宅災害貸付けに

係る年利率から1．0パーセントを減じた利率を1月当たりに換算した率」と

あるのは「貸付規程に基づく住宅貸付け又は住宅災害貸付けに係る年利率から

1．0パーセントを減じた利率（平成18年度から平成20年度までの各年度

については、住宅貸付けにあっては2．26パーセント、住宅災害貸付けにあ

っては1．72パ困セント）を1月当たりに換算した率」とする。

3　平成17年11月10日から平成18年3月31日までの間における附則第

4項の規定の適用については、同項中「3．2パーセントを下回っている間」と

あるのは「2．75パーセント以下である間」とする。

4　前3項に定めるもののほか、この改正の実施に伴い必要な経過措置その他必

要な事項は、別に定める。
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阪神・淡路大震災に伴う住宅災害貸付けに係る貸付金の利率等の特例に関する規程の一部改正　新旧対照表

改　正　後 改　正　前

（趣旨）

第1粂　この規程は、公立学校共済組合貸付規程（昭和38年3月1日

制定。以下「貸付規程」という。）第16粂第7項に規定する激甚災害

による住宅災害貸付けのうち阪神・淡路大震災に係るもの（以下「特

例住宅災害貸付け」という。）及び平成7年1月17日において貸付規

程に基づく住宅貸付け又は住宅災害貸付けに係る兼備遵元利金を有す

る者のうち、阪神・淡路大震災により。同項に規定する地域において、

当該住宅貸付け又は住宅災害貸付けに係る住宅文は住宅の敷地が5分

の1以上又はこれと同程度の損害を受けた者に係る当該住宅貸付け又

は住宅災害貸付け（以下「特例の既住宅貸付け等」という。）に係る貸

付金の利率及び償遺方法等に関する特例を定めるものとする。

第2粂　（略）

第3条　（略）

（1）償還猶予期間　1．88パーセント

（2）償還猶予期間が終了した月（償遼猶予期間がないものにあっては、

貸付金を交付した日の属する月）の翌月から60月に達するまでの

期間　1．88パーセント

（3）（略）

第4条二第7条　（略）

附　則

1～2　（略）

3　平成17年11月10日から財政融資資金法（昭和26年法律第

100号）第7粂第3項の規定により財務大臣が定める利率のうち預

託期間が10年の預託金に係るもの（以下「財政融資資金利率」とい

（趣旨）

第1粂　この規程は、公立学校共済組合貸付規程（昭和38年3月1日

制定。以下「貸付規程」と一いう。）附則第4項に規定する激甚災害によ

る住宅災害貸付けのうち阪神・淡路大震災に係るもの（以下「特例住

宅災害貸付け」という。）及び平成7年1月17日において貸付規程に

基づく住宅貸付け又は住宅災害貸付けに係る未償遼元利金を有する者

のうち、阪神・淡路大震災により同項に規定する地域において、当該

住宅貸付け又は住宅災害貸付けに係る住宅又は住宅の敷地が5分の

1以上又はこれと同程度の損害を受けた者に係る当該住宅貸付け又は

住宅災害貸付け（以下「特例の既住宅貸付け等」という。）に係る貸付

金の利率及び償還方法等に関する特例を定めるものとするこ

第2粂　（略）

第3条　（略）

（1）僕達猶予期間　2． 13パーセント

（2）償還猶予期間が終了した月（償還猶予期間がないものにあっては、

貸付金を交付した日の属する月）の翌月から60月に達するまでの

期間　2．55パーセント

（3）（略）

第4粂～第7粂　（略）

附　則

1～2　（略）

3　平成7年10月1日から地方公務員等共済組合法施行規程（昭和

iZ＿年鱒理府　文型登二二準省令第1号）＿問即夢3条申2も；規定耳鼻

特例期間が終了した日の属する月の翌月の末日までの間における第



阪神・淡路大震災に伴う住宅災害貸付けに係る貸付金の利率等の特例に関する規程の一部改正　新旧対照表

改　 正　 後 改　 正　 前

う。）が年 3 ．2 パーセ ン ト以上 となった 日の属す る月の翌月の末 日ま 3 粂第 1 号及び第 2 号に定める利率 は、 これ らの規定にかかわ らず、

での間における第 3 条第 1 号及び第 2 号 に定 める利率は、 これ らの．規 当該貸付金 に係 る償遷期限の 日の属す る月の前 々月の末 日における次

定 にかかわ らず、次 の表 に定める利 率 とす る。 の表 に掲 げる財政融資資金法 （昭和 2 6 年法律第 1 0 0 号）第 7 粂第

第 3 条第 1 号に定め る利率 第 3 条第 2 号に定める利率

年 上 4 3 ％ 年 1 ．7 2 ％

4 財政融資資金利率が年 3 ．2 パーセ ン トを下回 って いる間 におけ る

3 項の規定 によ り財務大 臣が定 める利率の うち預託期間が 1 0 年の預

託金に係るもの （以下 「財政融資資金利率 上 とい う。） の区分 に応 じ、

．同表 に定める利率 とす る。

財政融資資金利率 雲量雷雲志… 雲量慧雲孟≡

年 3 ・2 5 ％を超え 年 1 ．7・8 ％ 年 2 ．1 3 ％

年 3 ．7 5 ％以下

年 3 ．2 5 ％以下 年 1 ．4 3 ％ 年 1 ．7 2 ％

4 財政融 資資金利率 が 2 ．7 5 パ ーセ ン ト以下 で あ る間 にお ける第

第 3 粂第 3 号、第 6 粂第 1 項及び第 2 項に定める利率 につ いては、こ 3 条第 3 号、第 6 粂第 1 項及び第 2 項 に定める利率については、 これ

れ らの規定にかかわ らず、住宅貸付けにあっては、年 2 ．2 6 パーセ ン らの規定にかかわ らず、住宅貸付けに●ぁって は、年 2 ．2 ・6 パーセ ン ト、

ト、特例住宅災害貸付 け及び住宅災害貸付けにあっては、年 1 ．7 2 パ 特例住宅災害貸付 け及び住宅災害貸付けにあっては、年 1 ．7 2 パーセ

｝セ ン トとす る。 ン トとす る。



別添3

公立学校共済組合貸付規程及び阪神・淡路大震災に伴う住宅災害貸付けに係る貸付金の利

率等の特例に関する規程の一部改正に伴う事務取扱いについて

「公立学校共済組合貸付規程（昭和38年3月1日制定。以下、「貸付規程」という。）」及

び「阪神・淡路大震災に伴う住宅災害貸付けに係る貸付金の利率等の特例に関する規程（平

成7年4月24日制定。以下、「阪神・淡路大震災に伴う特例規程」という。）の一部改正（平

成18年6月29日改正）に伴う事務処理に付いては、次のとおり取り扱うものとする。ま

た、本取扱いに記載のない事項については、従前の取扱いによるものとする。

ヽ－′

ヽ－

＜貸付規程の一部改正関係＞

（貸付保険の費用負担に関する事項（第15条関係））

1　対象者

貸付金保険料の一部を負担する組合員は、平成19年4月1日以降に貸付を受ける（借

替えを含む）組合員とする。

2　対象となる貸付け

貸付金保険料の一部負担の対象となる貸付種別は、平成19年4月1日以降に貸付ける

（借替えを含む）高額医療貸付け及び出産貸付けを除く全貸付種別（特例住宅貸付け及び

特例の既住宅貸付け等を含む。）とする。

3　徴収方法

貸付金保険料の一部を負担するための一定の料率（以下「貸付金保険料充当金率」とい

う。）を貸付金の利率に加算し、毎月の給与及びボーナスから元利金と合わせて徴収する

（貸付規程第16粂第7項に規定する元金猶予期間に係る利息についても同様とする。）。

また、加算後の利率（以下「貸付利率等」という。）を貸付利率とみなし、全ての事務

処理を行うこととする。

4　貸付金保険料充当金率

貸付金保険料充当金率は、期間工別こつき0．005パーセントと■し、上記2の貸付種

別全てにおいて同率とする。

5　貸付金保険料充当金率が変更された場合の取扱い

貸付金保険料充当金率が変更された場合は、貸付利率が変更されたものとして取り扱う



ものとする。

6　各種債権保全制度の経過利息等の取扱い

貸付保険における既経過利息及び延滞利息並びに団体信用生命保険における延滞利息

については、貸付利率等により計算する。

7　組合員への周知について

貸付金保険料充当金率の貸付利率への上乗せについては、「貸付廃険料の一部借受人負

担について」（別紙1）により貴所属所の組合員に周知をお願いします。



＜阪神・淡路大震災に伴う特例規程の一部改正関係＞

1　対象となる貸付種別

対象となる貸付種別は、特例住宅災害貸付け及び特例の既住宅災害貸付け等とする。

2　対象期間等

（1、）阪神・淡路大震災に伴う特例規程第3粂及び第6条に規定する貸付利率の取扱い

平成17年11月10日（以下「適用日」という。）から阪神・淡路大震災に伴う特例規程

第3粂及び第6条に規定する貸付利率（以下「本則利率」という。）は以下のとおり。

＜平成17年11月10日～平成18年3月31日＞

ヽ－′

ヽ－

貸付種別 本則利率（上段年利、下段月利）

特例住宅災害貸付け

償還猶予期間 （最長5年間）
1．8 8 ％

0．1 5 6 6％

償還猶予期間終了後5年間
1．8 8 ％

0 ．1 5 6 6 ％

上記経過後
0 ．8 8％

0 ．0 7 3 3 ％

特例の既貸付け等

住宅貸付け
1．2 6 ％

0．1 0 5 0 ％

住宅災害貸付け
0．8 8 ％

0．0 7 3 3 ％

＜平成18年4月1日～平成21年3月31日＞

貸付種別 本則利率（上段年利、下段月利）

特例住宅災害貸付け

償還猶予期間 （最長5 年間）
1 ．8 8 ％

0 ．1 5 6 6 ％

償還猶予期間終了後5年間
1 ．8 8 ％

0 ．1 5 6 6 ％

上記経過後
1．7 2 ％

0 ．1 4 3 3 ％

特例の既貸付け等

痙宅貸付け
2 ．2 6 ％

0 ．1 8 8 3 ％

住宅災害貸付け
1 ．7 2 ％

6 ．1 4 3 3 ％



＜平成21年4月1日～＞

1 貸付種別 本則利率（上段年利、下段月利）

ヽ

特例住宅災害貸付け

償還猶予期間 （最長5一年間）
1 ．8 8 ％

0 ．1 5 6 6 ％

償還猶予期間終了後5 年間
1 ．8 8 ％

0 ．1 5 6 6 ％

上記経過後
1 ．8 8 ％

0 ．1 5 6 6 ％

特例の既貸付け等

住宅貸付け
2 ．4 6 ％

0 ．2 0 5 0 ％

住宅災害貸付け
1．8 8 ％ ・

0 ．1 5 6 6 ％

（2）阪神・淡路大震災に伴う特例規程附則第3項及び第4項に規定する貸付利率の取り扱い

阪神・淡路大震災に伴う特例規程附則第3項及び第4項の適用期間については、平成17

年11月10日から、財政融資資金法（昭和26年法律第100号）第7条第3項の規定t」

より財務大臣が定める利率のうち預託期間が10年の預託金に係るもの（以下「財政融資資

金利率」という。）が年3．2パーセント以上となった日の属する月の翌月の末日までの間（以

下「適用期間」という。）である。

3　特例利率

適用期間における阪神・淡路大震災に伴う特例規程附則第3項及び第4項に規定する貸付利

率は、次に掲げる前々月の末日における財政融資資金利率の区分に応じた利率（以下「特例利

率」という。）であり、計算上は月利を基準とする。

＜平成17年11月10日～平成18年3月31日＞

財政融資資金利率 特例利率 （上段年利、下段月利）

貸付種別 3．2 0 ％未満

2．7 5 ％超
2 ．7 5 ％以下

特例住宅災害貸付け

償還猶予期間 （最長5年間）
1．4 3 ％

0． 1 1 9 1 ％

1 ．4 3％

0． 1 1 9 1 ％

償還猶予期間終了後 5年間
1．7 2 ％

0 ．1 4 3 3 ％

1．7 2 ％

0 ．1 4 3 3 ％

上記経過後
0 ．8 8 ％

0 ．0 7 3 3 ％

1．7 2 ％

0 ．1 4 3 3 ％

特例の既貸付け等

住宅貸付け
1．2 6 ％

0 ．1 0 5 0 ％

2 ．2 6 ％

0 ．1 8 8 3 ％

住宅災害貸付け
0，8 8 ％

0 ．0 7 3 3 ％

1．7 2 ％

0 ．1 4 3 3 ％



＜平成18年4月1日～＞

財政融資資金利率 特例利率

貸付種別 （上段年利、下段月利）

3．2 0 ％未満

特例住宅災害貸付け

償遭猶予期間 （最長 5年間）
1．4 3 ％

0 ．1 1 9 1 ％

僕達猶予期間終了後 5年間
1．7 2 ％

0 ．1 4 3 3 ％

上記経過後
1．7 2 ％

0 ．1 4 3 3 ％

特例の既貸付け等

住宅貸付け
2．2 6 ％

0 ．1 8 8 3 ％

撞宅災害貸付け
1．7 2 ％

0 ．1 4 3 3 ％

ヽ－

ヽ■■′

4　適用対象

平成17年11月10日以降の特例利率は、次の（1）及び（2）の貸付けについて適用

する。

（1）平成17年11月10日以後に貸付ける特例住宅災害貸付け及び特例の既住宅災害貸付

け等

（2）平成17年11月10日の前日において未償還元金を有する特例住宅災害貸付け及び特

例の既住宅災害貸付け等（ただし、平成17年11月10日前に即時償還の事由に該当し

た者（平成17年11月10日に組合員資格を喪失した者を含む。）を除く。（注））

（注）平成17年11月10日前に即時償還の事由に該当した者のうち、理事長がや

むを得ないと認め償還を継続している者及び徴収の嘱託を行っている者には特例

利率を適用する。

5　特例住宅災害貸付け及び特例の既住宅貸付け等に係る償還猶予等申出書（特例の猶予等申

出書）

「特例住宅災害貸付け及び特例の既住宅貸付け等に係る償還猶予等申出書（特例の猶予等

申出書）」（様式第3号の2）については、「※　財政融資資金利率が2．75％以下である間に

おいては、住宅貸付けにあっては年2．26％、住宅災害貸付けにあっては年1．72％とす

る。」の記載を「※　財政融資資金利率が3．2％以下である間においては、住宅貸付けにあっ

ては年2．26％、住宅災害貸付けにあっては年1．72％とする。」に修正して使用すること。

6　賦金率表

新たに設定された本則利率に係る毎月償還及びボーナス償還の賦金率表は、別添2のとおり。

7　貸付利率等に係る賦金率表

貸付利率等に係る毎月償遺及びボーナス償還の賦金率表は、別添’3のとおり（当面、使用

が想定される賦金率表のみを定める。）。



別紙1

貸付金保険料の一部借受人負担について

公立学校共済組合の貸付事業は、組合員の皆様の年金資金からの借り入れ等によって運

営されています。その貸付金の債権保全は、現在、組合員の皆様の負担を考慮して、保証

人や担保権の設定は行わず、共済組合が保険料を負担する貸付保険を適用しています。

近年の貸付保険事故の増加は、下記のとおり貸付保険の保険料（以下「貸付金保険料」と

いいます。）の増加につながり、大きな財政的負担となっています。

【貸付保険料の推移】

平 成 1 3 年 度 平 成 1 4 年度 平成 1 5 年度 平 成 1 6 年度 平 成 1 7 年度

7 億 1 ，6 0 0 万 円 7 億 5，6 0 0 万 円 12 億 9 ，7 0 0 万 円 15 億 2 ，6 0 0 万 円 22億100万円

今般、公立学校共済組合では、貸付金保険料の急増という状況を受けて、受益者負担の

観点から、貸付金保険料の一部借受人負担を導入することとしました。これは、民間金融

機関における「保証料」に相当します。

＜制度の概要＞

○　貸付金保険料の一部を負担するのは、平成19年4月1日

えを含みます。）からとします。（平成19年4月1日前に受けた貸付けは対象となり

ません。）

○　負担していただく金額は、期間1月につき、貸付金の未償還元金に0．005％を乗

じて得た額とします。

○　貸付利率に0．005％上乗せして、毎月の給与及びボーナスから元利金と合わせ

て徴収します。

○　上乗せ後の利率は以下のとおりとなります。

制度改正前 制度改正後

年　 率 2 ． 2 6 ％ 2 ． 3 2 ％

月　 率 0 ． 1 8 8 3 ％ 0 ． 1 9 3 3 ％

※　一般貸付け等の場合。平成18年8月9日現在。

公立学校共済組合の貸付事業の健全な運営のために、どうぞご理解ください。


